
知事部局等の事由別主要増減項目 （別紙）

○　増員計　1,286人　減員計　△1,010人　差引　276人
（単位：人）

（都整、港湾）

（環境、建設、港湾）

（政策、総務）

（都整） 住宅施策部門の移管による減 △ 371
（教育） 都立学校における空調設備の設置に係る体制強化

△ 89

（住政） 住宅政策本部の設置 389
（青治）

（戦略） 戦略政策情報推進本部の設置 106

組
織
改
正

情報通信企画部等の移管による減

2

青少年関連事業等の移管による減 △ 44

（病院） 病棟薬剤業務体制の整備 5

△ 7

2

（建設） 調節池等の整備に係る体制強化 4
東京2020大会関連施設等の整備事業の進捗等
に伴う減 △ 30

（都安） 都民安全推進本部の設置 37 （産労） 全国育樹祭事業の終了

住宅・土地統計調査等の終了 △ 17

（福保） 児童相談所の体制強化 65

（都整） 都施行市街地整備事業の進捗に伴う減 △ 2

（産労） 働き方改革推進に係る体制強化

（環境）

東京ベイエリアビジョン（仮称）策定に係る体制
整備 2

（教育）
都立図書館の資料管理等業務に係る執行体制
の見直し △ 1

東京2020大会開催に向けた暑さ対策に係る体制強
化 1

業
務
の
終
了
・
減
少

（総務）

業
務
の
見
直
し

（主税） 滞納整理事務の見直し △ 9

（会計） 用品運用事務に係る執行体制の見直し △ 1

増　　　員 減　　　員

定
　
数
　
の
　
措
　
置
　
等

（総務） 帰宅困難者対策に係る体制強化 2
業
務
の
移
管
・
委
託

（病院） 病院調理の一部委託化 △ 3

（生文） Tokyo Tokyo FESTIVALの推進に係る体制強化 1

（オリ） 東京2020大会開催準備体制の強化 40
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